
施工パッケージ型積算方式について

新潟県土木部 技術管理課
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説 明 内 容

（１）施工パッケージの概要、考え方

（２）算出方法について

（３）閲覧設計書について
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導入の背景

・平成２４年１０月より、国土交通省が新たな積算方
式として導入。

・施工パッケージに移行した歩掛については、国の
積算基準から削除され、今後更新されない。

・これに伴い県でも平成２６年１０月から施工パッ
ケージ型積算方式を導入。
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【適用範囲】

・一般土木（舗装、道路改良、築堤護岸、道路維持・修繕、河川維持・修繕、
砂防堰堤、電線共同溝）の９工事区分の主要工種２０８パッケージを適用。

・港湾の土工、構造物撤去工におけるコンクリート殻運搬の２工事区分の
工種１４１６パッケージを適用。（根固ブロック工は適用外。）

適用時期、範囲

【適用範囲の拡大】

６工事区分（道路維持・修繕、河川維持・修繕、砂防堰堤、電線共同溝）
の主要工種については、今後も追加の可能性あり。

【適用時期】

平成２６年１０月１日以降に入札を行う工事より適用。
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期待される効果

◆価格の透明性の向上
・ 標準単価及び積算単価への補正方法等を公表することにより、発注者の価格設

定が明確化され、受注後の単価協議や設計変更時等における受発注者の協議
の円滑化が見込まれる。

（１）受注者への効果

（２）発注者への効果

◆積算業務の負担軽減
・ 発注者の積算作業の簡素化が図られる。

◆標準歩掛調査の負担軽減
・ 毎年実施している標準歩掛調査や、標準歩掛の検討・取りまとめについて、施工

パッケージ化により単価の収集・分析が行われることで、価格の設定が簡素化さ
れ、標準歩掛調査の負担の軽減が図られる。
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施工パッケージ単価の流れ

◆「価格の妥当性への懸念」に対する対応
標準単価は、受発注者で合意した単価（合意単価）と入札時に提出 される工事費
内訳書に記載された単価（応札者単価）を用いた統計処理を行って決定する。
応札者単価を使用することにより、デフレへの傾倒緩和を図っている。

（※合意単価は、国土交通省で行っている総価契約単価合意方式によるものです。）

設計・積算
施工パッケージ単価

（積算単価）を用いて積算

入札
工事費内訳書

提出

契

約

単価合意
総価契約の内訳として

細別毎に単価を合意

設

計

変

更

完

成

実績ＤＢ

・データ分析

合意単価 合意単価

複数年の単価傾向

実態調査結果

・実態調査の変動状況も確認

施工パッケージ単価

（標準単価と補正式を公表）

標準単価⇒積算単価へ補正

契約の流れ

応札者単価
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積算体系の相違

◆積算単価の算出方法
【積上積算】

工種毎に機労材単価を積み
上げ、各工種の必要量を計上
して積算単価を算出する。

名 称 定義・解説

標準単価
※１

・東京１７区における基準年月の標準的な施工パッケージ単価
・国総研ＨＰに公表されている（基準書には掲載されない）

機労材構成比
※２

・標準単価毎に設定された代表機労材規格毎の金額構成費
・国総建ＨＰに公表されている（基準書には掲載されない）

◆積算単価の算出方法
【施工パッケージ型積算】

標準単価（※１）を構成する

機械・労務・材料の構成比率（＝
機労材構成費（※２））を用いて
地域及び時期の違いの補正を
行って積算単価を算出する。

※間接費の積算方法は、積上積
算と同様。
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説 明 内 容

（１）施工パッケージの概要、考え方

（２）算出方法について

（３）閲覧設計書について
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機労材構成比について

◆「掘削」の機械土工（土砂）で、以下の条件の施工単価を２００円/m3とする。
バックホウを動かすには「運転手」、「燃料」が必要であるため、単価を構成する内訳
は以下の通り「バックホウ（機械）」、「特殊運転手（労務）」、「軽油（材料）」に分類で
きる。
このように施工単価を構成する「機械」、「労務」、「材料」の各金額内訳を施工単価
で除した比率を施工パッケージ型積算方式では『機労材構成比』と呼んでいる。

「掘削」の施工単価（200円/m3）における『機労材構成比』は、「機械」が46.0％、「労
務」が31.5％、「材料」が22.5％である。

作業の種類 作業内容 機種・規格 施工単価 備考

掘削 50,000m3未満 バックホウ［ｸﾛｰﾗ型・排ｶﾞｽ対策型（2次）］山積0.8m3（平積0.6m3） 200円/m3

内訳名称 単価内訳 比率 備考

①バックホウ［ｸﾛｰﾗ型・排ｶﾞｽ対策型（2次）］山積0.8m3（平積0.6m3） 92 ①／④ 46.0％ 機械

②特殊運転手 63 ②／④ 31.5％ 労務

③軽油 45 ③／④ 22.5％ 材料

④計 200
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補正式のイメージ

◆積算単価の算出方法（＝機労材構成比を用いて地域および時期の違いの補正）に
ついて解説する。
『機労材構成比』による補正式を単純化すると下式のようになる。

《補正式（イメージ）》

H26.10 新潟
積算単価

H25.4 東京
標準単価

＝
H26.10新潟機械単価

H25.4東京機械単価

H26.10新潟労務単価

H25.4東京労務単価

H26.10新潟材料単価

H25.4東京材料単価
Ｋ × Ｒ Ｚ× ×＋ ＋×

Ｋ：標準単価に占める機械費の構成割合
Ｒ：標準単価に占める労務費の構成割合
Ｚ：標準単価に占める材料費の構成割合

機労材補正

積算地区・月への補正

26年10月
新潟

25年4月
東京
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補正式の算出例

◆先に示した「掘削」の施工単価（２００円/m3）を標準単価とし、機労材構成比を用いた
積算単価の計算例を示す。

内容名称 構成比 東京単価（円）
（H25.4）

新潟単価（円）
（H26.10）

備考

Ｋ：バックホウ［ｸﾛｰﾗ型・排ｶﾞｽ対策型（2次）］山積0.8m3（平積0.6m3） 46.00％ 17,800 18,900 機械

Ｒ：特殊運転手 31.50％ 17,100 16,400 労務

Ｚ：軽油 22.50％ 106.0 118.7 材料

H26.10 新潟 積算単価 ＝ 200 ×
46.00

100

18,900

17,800

31.50

100

16,400

17,100

22.50

100

118.7

106.0
× × ×＋ ＋

＝ 208.4979553….. ≒208.5 円/m3 有効数字4桁、5桁目を切り上げ
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≪積算に用いる補正式≫

積算に用いる補正式について

◆「補正式のイメージ」では、補正方法を理解するため「機械」、「労務」、「材料」が
各１つずつの基本的な積算単価の算出例を示した。

実際の積算には、機械：３機種、労務：４職種、材料：４規格、市場単価：１規格を用い
た下式により地域および時期の違いの補正を行って積算単価を算出する。

Ｋ１ｒ Ｋ１ｔ’ Ｋ３ｒ ｋ３ｔ’
100 Ｋ１ｔ 100 Ｋ３ｔ Ｋ１ｒ ＋ ・・・ ＋ Ｋ３ｒ

Ｒ１ｒ Ｒ１ｔ’ Ｒ４ｒ Ｒ４ｔ’
100 Ｒ１ｔ 100 Ｒ４ｔ Ｒ１ｒ ＋ ・・・ ＋ Ｒ４ｒ

Ｚ１ｒ Ｚ１ｔ’ Ｚ４ｒ Ｚ４ｔ’ Ｓｒ Ｓｔ’
100 Ｚ１ｔ 100 Ｚ４ｔ Ｚ１ｒ ＋ ・・・ ＋ Ｚ４ｒ 100 Ｓｔ

100 － Ｋｒ － Ｒｒ － Ｚｒ － Ｓｒ

Ｐ’ ＝ Ｐ × × ＋ ・・・ ＋ ×
Ｋｒ

×

＋ × ×
Ｚｒ

＋ × ＋ ・・・ ＋ ×

×

＋
１００

＋

×
Ｒｒ

＋ × ＋ ・・・

Ｐ‘：積算単価（積算地区，積算年月）
Ｐ：標準単価（東京１７区，基準年月）
Ｋｒ：標準単価における全機械（Ｋ１～Ｋ３，他）の構成比合計
Ｋ１ｒ～Ｋ３ｒ：標準単価における代表機械規格Ｋ１～３の構成比
Ｋ１ｔ～Ｋ３ｔ：代表機械規格Ｋ１～３の単価（東京１７区、基準年月）
Ｋ１ｔ‘～Ｋ３ｔ’：代表機械規格Ｋ１～３の単価（積算地区、積算年月）
Ｒｒ：標準単価における全労務（Ｒ１～Ｒ４，他）の構成比合計
Ｒ１ｒ～Ｒ４ｒ：標準単価における代表労務規格Ｒ１～４の構成比
Ｒ１ｔ～Ｒ４ｔ：代表労務規格Ｒ１～４の単価（東京１７区、基準年月）
Ｒ１ｔ‘～Ｒ４ｔ’：代表労務規格Ｒ１～４の単価（積算地区、積算年月）

Ｚｒ：標準単価における全材料（Ｚ１～Ｚ４，他）の構成比合計
Ｚ１ｒ～Ｚ４ｒ：標準単価における代表材料規格Ｚ１～４の構成比
Ｚ１ｔ～Ｚ４ｔ：代表材料規格Ｚ１～４の単価（東京１７区、基準年月）
Ｚ１ｔ‘～Ｚ４ｔ’：代表材料規格Ｚ１～４の単価（積算地区、積算年月）
Ｓｒ：標準単価における市場単価Ｓの構成比
Ｓｔ：市場単価Ｓの所与条件における単価（東京１７区、基準年月）
Ｓｔ’：市場単価Ｓの所与条件における単価（積算地区、積算年月）
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≪ 補正式 ≫

積算に用いる補正式について（その２）

◆東京地区（東京１７区）における基準年月（平成２５年４月）の施工単位当りの単価で
ある標準単価を用いて、地域および時期の違いによる補正を行って積算単価を算出す
る。基本的には、代表機労材規格（東京地区（東京１７区））の単価と地域や時期の単価
の比により補正を行う。

Ｋ１ｒ Ｋ１ｔ’ Ｋ３ｒ ｋ３ｔ’
100 Ｋ１ｔ 100 Ｋ３ｔ Ｋ１ｒ ＋ ・・・ ＋ Ｋ３ｒ

Ｒ１ｒ × Ｒ１ｔ’ Ｒ４ｒ × Ｒ４ｔ’
100 Ｒ１ｔ 100 Ｒ４ｔ Ｒ１ｒ ＋ ・・・ ＋ Ｒ４ｒ

Ｚ１ｒ × Ｚ１ｔ’ Ｚ４ｒ × Ｚ４ｔ’
100 Ｚ１ｔ 100 Ｚ４ｔ Ｚ１ｒ ＋ ・・・ ＋ Ｚ４ｒ

Ｓｒ Ｓｔ’
100 Ｓｔ

100 － Ｋｒ － Ｒｒ － Ｚｒ － Ｓｒ

＋
Ｒｒ

＋

＋

＋
100

Ｚｒ

＋ ・・・ ＋

×

＋ ・・・ ＋ ×

×

・・・ ＋ × ×
Ｋｒ

Ｐ’ ＝ Ｐ × × ＋
代表機械規格（最大３機種）
※ は３機種以外の

その他の機種等がある場合の補正

代表労務規格（最大４職種）
※ は４職種以外の

その他の職種等がある場合の補正

代表機械規格（最大４規格）
※ は４規格以外の

その他の規格等がある場合の補正

市場単価（１規格）がある場合の補正

Ｋｒ，Ｒｒ，Ｚｒ，Ｓｒの各構成比率の合計が
１００％とならない場合の調整

※補正式の（ ）内は代表機労材規格の基準地区（東京１７区）と積算地区の単価の比による補正
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≪ 補正式 ≫

積算に用いる補正式について（その３）

①標準単価、機労材構成比、および代表機労材規格
標準単価、機労材構成比、および代表機労材規格は、国土交通省 国土技術総合研
究所 総合技術政策研究センター 建設システム課のWebサイトに掲載されている。

（下記にアクセスして『施工パッケージ型積算方式標準単価表』を参照して下さい）
http://www.nilim.go.jp/lab/pbg/index.htm

Ｋ１ｒ Ｋ１ｔ’ Ｋ３ｒ ｋ３ｔ’
100 Ｋ１ｔ 100 Ｋ３ｔ Ｋ１ｒ ＋ ・・・ ＋ Ｋ３ｒ

Ｒ１ｒ × Ｒ１ｔ’ Ｒ４ｒ × Ｒ４ｔ’
100 Ｒ１ｔ 100 Ｒ４ｔ Ｒ１ｒ ＋ ・・・ ＋ Ｒ４ｒ

Ｚ１ｒ × Ｚ１ｔ’ Ｚ４ｒ × Ｚ４ｔ’
100 Ｚ１ｔ 100 Ｚ４ｔ Ｚ１ｒ ＋ ・・・ ＋ Ｚ４ｒ

Ｓｒ Ｓｔ’
100 Ｓｔ

100 － Ｋｒ － Ｒｒ － Ｚｒ － Ｓｒ

＋
Ｒｒ

＋

＋

＋
100

Ｚｒ

＋ ・・・ ＋

×

＋ ・・・ ＋ ×

×

・・・ ＋ × ×
Ｋｒ

Ｐ’ ＝ Ｐ × × ＋

『施工パッケージ型積算方式標準単価表』

『施工パッケージ型積算方式標準単価
表』から≪補正式≫の中の
枠部の情報を入手可能

枠部：標準単価

枠部：機労材構成比
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≪ 補正式 ≫

積算に用いる補正式について（その４）

②代表機械規格単価
代表機械規格の単価は、損料の場合は『積算基準〔５ 建設機械損料表〕』および『建
設機等械損料表』、賃料の場合は『新潟県土木工事基礎単価表』および『物価資料』
に掲載されている。

Ｋ１ｒ Ｋ１ｔ’ Ｋ３ｒ ｋ３ｔ’
100 Ｋ１ｔ 100 Ｋ３ｔ Ｋ１ｒ ＋ ・・・ ＋ Ｋ３ｒ

Ｒ１ｒ × Ｒ１ｔ’ Ｒ４ｒ × Ｒ４ｔ’
100 Ｒ１ｔ 100 Ｒ４ｔ Ｒ１ｒ ＋ ・・・ ＋ Ｒ４ｒ

Ｚ１ｒ × Ｚ１ｔ’ Ｚ４ｒ × Ｚ４ｔ’
100 Ｚ１ｔ 100 Ｚ４ｔ Ｚ１ｒ ＋ ・・・ ＋ Ｚ４ｒ

Ｓｒ Ｓｔ’
100 Ｓｔ

100 － Ｋｒ － Ｒｒ － Ｚｒ － Ｓｒ

＋
Ｒｒ

＋

＋

＋
100

Ｚｒ

＋ ・・・ ＋

×

＋ ・・・ ＋ ×

×

・・・ ＋ × ×
Ｋｒ

Ｐ’ ＝ Ｐ × × ＋

【損料の場合】

【賃料の場合】

代表機労材規格の
単価は、「供用１日
当たり換算値（１５
欄）」の損料費

損料の場合は『建設機械損料表』、

賃料の場合は『土木工事単価表』、『物価資料』から

≪補正式≫の中の 枠部の情報を入手可能

※代表機械規格の単価が「損料」or「賃料」については、『施工パッケージ型
積算方式標準単価表』に記載 15



≪ 補正式 ≫

積算に用いる補正式について（その５）

③代表労務規格単価・代表材料規格単価・市場単価
代表労務規格・代表材料規格の単価、および市場単価は、『新潟県土木工事基礎単
価表』および『物価資料』等に掲載されている。（東京単価についても１０月以降は『新
潟県土木工事基礎単価表』 に掲載予定。）

Ｋ１ｒ Ｋ１ｔ’ Ｋ３ｒ ｋ３ｔ’
100 Ｋ１ｔ 100 Ｋ３ｔ Ｋ１ｒ ＋ ・・・ ＋ Ｋ３ｒ

Ｒ１ｒ × Ｒ１ｔ’ Ｒ４ｒ × Ｒ４ｔ’
100 Ｒ１ｔ 100 Ｒ４ｔ Ｒ１ｒ ＋ ・・・ ＋ Ｒ４ｒ

Ｚ１ｒ × Ｚ１ｔ’ Ｚ４ｒ × Ｚ４ｔ’
100 Ｚ１ｔ 100 Ｚ４ｔ Ｚ１ｒ ＋ ・・・ ＋ Ｚ４ｒ

Ｓｒ Ｓｔ’
100 Ｓｔ

100 － Ｋｒ － Ｒｒ － Ｚｒ － Ｓｒ

＋
Ｒｒ

＋

＋

＋
100

Ｚｒ

＋ ・・・ ＋

×

＋ ・・・ ＋ ×

×

・・・ ＋ × ×
Ｋｒ

Ｐ’ ＝ Ｐ × × ＋

【代表労務単価・材料単価】

【市場単価】

『土木工事基礎単価表』、『物価資料』等から

≪補正式≫の中の 枠部の情報を入手可能
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積算地区、東京地区の材料単価の決定方法

【積算地区】
積算基準〔１ 一般土木〕 県版 第２章工事費の積算 ②直接工事費 １材料費

による。

【東京地区】
代表材料規格の基準単価作成方法について（平成２６年度４月適用分）による。

（国土交通省 国土技術総合研究所総合技術政策研究センター 建設システム課のWebサイト参照）
【以下抜粋】
１． 基準材料単価は、「物価資料等」の平成２５年４月号または春号に掲載されている東京地区の代表
材料規格の単価の平均値を採用している。
２． 一方の物価資料にしか掲載のないものについては、その単価としている。
※１において、２つの物価資料の単価を平均した場合は、単価の有効桁の大きい方の桁を決定額の
有効桁としている。ただし、大きい方の有効桁が３桁未満のときは、決定額の有効桁は３桁としている。
＜例１＞単価の有効桁数の大きい方を有効桁とする場合

建設物価 33,500 円（有効桁３桁） 積算資料 34,000 円（有効桁２桁）
平均額 33,750 円
決定額 33,700 円（有効桁３桁、４桁以降切り捨て）

＜例２＞単価の有効桁数が３桁未満のために３桁を有効桁とする場合
建設物価 560 円（有効桁２桁） 積算資料 570 円（有効桁２桁）
平均額 565 円
決定額 565 円（有効桁３桁、４桁以降切り捨て） 17



適用範囲の確認（積算基準より）

これより、実際の積算手順を平均厚さ(200mm)、使用材料(再生クラッシャーラン RC-
40mm)を例に積算単価を算出する。

18



代表機労材規格の確認（積算基準より）

積算基準、標準単価表で工種や条件ごとに代表機労材の規格を定めている。

19



代表機労材規格の確認（標準単価表より）

20



使用材料等の確認（積算基準より）

21



使用材料等の確認（積算基準より）（コードの入力条件）
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標準単価、機労材構成比の確認（標準単価表より）

機械構成比率 労務構成比率 材料構成比率

市場単価構成比率標準単価

23



2.19 Ｋ１ｔ’ 1.69 Ｋ２ｔ’ 1.58 K３ｔ’
100 Ｋ１ｔ 100 Ｋ２ｔ 100 Ｋ３ｔ 2.19 ＋ 1.69 ＋ 1.58

（新潟H26.10）

5.98 Ｒ１ｔ’ 4.52 Ｒ２ｔ’
100 Ｒ１ｔ 100 Ｒ２ｔ 5.98 ＋ 4.52

81.06 Ｚ１ｔ’ 1.43 Ｚ２ｔ’
100 Ｚ１ｔ 100 Ｚ２ｔ 81.1 ＋ 1.43

100 － 5.95 － 11.44 － 82.61

Ｐ’ ＝ 911.31 × × ＋ × × ×
5.95

＋ × ＋ ×

＋

＋

＋ × ＋ ×

×

×

11.44

82.61

100

標準単価、機労材構成比の確認
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積算地区、東京地区の機械損料単価の確認
（建設機械損料表より）

東京地区の損料値（ｄ１）
Ｈ25.4時点→県積算基準

H25.10以降適用
積算地区の損料値（ｄ２）
積算時点→県積算基準

H26.10以降適用

25



2.19 16,300 1.69 12,500 1.58 11,500
100 15,500 100 11,900 100 11,000 2.19 ＋ 1.69 ＋ 1.58

（新潟H26.10）

5.98 Ｒ１ｔ’ 4.52 Ｒ２ｔ’
100 Ｒ１ｔ 100 Ｒ２ｔ 5.98 ＋ 4.52

81.06 Ｚ１ｔ’ 1.43 Ｚ２ｔ’
100 Ｚ１ｔ 100 Ｚ２ｔ 81.1 ＋ 1.43

100 － 5.95 － 11.44 － 82.61
＋

100

＋ × ＋ × ×
82.61

× ×
5.95

＋ × ＋ × ×
11.44

Ｐ’ ＝ 911.31 × × ＋ × ＋

積算地区、東京地区の機械損料単価の確認
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2.19 16,300 1.69 12,500 1.58 11,500
100 15,500 100 11,900 100 11,000 2.19 ＋ 1.69 ＋ 1.58

（新潟H26.10）

5.98 17,400 4.52 14,900
100 20,200 100 17,200 5.98 ＋ 4.52

81.06 2,600 1.43 123
100 3,100 100 121 81.1 ＋ 1.43

100 － 5.95 － 11.44 － 82.61
＋

100

＋ × ＋ × ×
82.61

× ×
5.95

＋ × ＋ × ×
11.44

Ｐ’ ＝ 911.31 × × ＋ × ＋

標準単価、機労材構成比の確認（施工内訳表より）
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2.19 16,300 1.69 12,500 1.58 11,500
100 15,500 100 11,700 100 10,800 2.19 ＋ 1.69 ＋ 1.58

（新潟H26.10）

5.98 17,400 4.52 14,900
100 20,200 100 17,200 5.98 ＋ 4.52

81.06 2,600 1.43 123
100 3,100 100 121 81.06 ＋ 1.43

100 － 5.95 － 11.44 － 82.61

（円／m2）＝ 781.5605794… 781.6≒

＋
100

＋ × ＋ × ×
82.61

× ×
5.95

＋ × ＋ × ×
11.44

Ｐ’ ＝ 911.31 × × ＋ × ＋

積算単価の確認（施工内訳表より）

×

※積算単価は、有効数字４桁、有効数字５桁目を切り上げ。
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説 明 内 容

（１）施工パッケージの概要、考え方

（２）算出方法について

（３）閲覧設計書について

29



【公表（施工内訳表に表示）】

・代表機労材規格・・・国総研ＨＰ、積算基準に掲載

・標準単価・・・国総建ＨＰに掲載

・機労材構成比・・・国総研ＨＰに掲載

・補正式

（２）閲覧設計書の公表、非公表

【非公表】

・積算単価・・・標準単価に補正式を乗じて算出可能

・積算地区、東京地区の機械、労務、材料単価・・・「積算基準〔５ 建設機

械損料表〕」、「新潟県土木工事基礎単価表」および「物価資料」より算

出可能

30



代表機労材規格の確認（施工内訳表より）

東京地区の代表機労材規格積算地区の代表機労材規格

911.31
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積算地区の代表機労材規格、使用材料の確認

上段：積算地区の単価コード
下段：東京地区の単価コード

911.31
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標準単価、機労材構成比の確認（施工内訳表より）

911.31
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標準単価、機労材構成比の確認（施工内訳表より）

911.31
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標準単価、機労材構成比の確認（施工内訳表より）
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積算地区、東京地区の機械損料単価の確認
（施工内訳表より）

積算地区の単価 東京地区の単価

上段：積算地区の単価コード
下段：東京地区の単価コード

911.31
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積算地区、東京地区の機械損料単価の確認
（施工内訳表より）
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積算地区、東京地区の労務、材料単価の確認
（施工内訳表より）

上段：積算地区の単価コード
下段：東京地区の単価コード

911.31
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標準単価、機労材構成比の確認（施工内訳表より）

39



閲覧設計書（施工内訳表）

911.31

40



閲覧設計書（施工内訳表）

911.31
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ご静聴ありがとうございました。
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